
年 6 月 24 日 作成

事務事業

№/名　称

主管課 関連課

分野名

目標

（目標値）

人口等の データ区分

データ 人　　　口

世　帯　数

運営資源 決算値

状　　　況 （国　・　県）

（負担金等）

（一般財源）

人員配置数

人 件 費

協　働　の

パートナー 実績値

事務事業

運営経費
市民１人当

りの経費

対象者１人

当りの経費

団体名

評価結果 改善の必要性

・各年4月1日
（住民基本台帳）

文書管理シ
ステムを導
入した近隣
市

平成　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年度事務事業評価シート

□サービス部門

■支　援　部 門

176,484人176,669人

78,131世帯

備　　考

印刷・複写事務

77,430世帯

２０年度

評価 ―

電子決裁率90％

指標と評価

情報推進課総務課

行財政運営

ザイムスコード及び個別事業名

259

文書事務の経費

591

1131

文書事務の経費

文書管理システムの導入により、適正な行政文書事務を行う。
電子決裁率　９０％

◎目標を達成　○目標に向かって前進　△横ばい　×後退

指標

119,860千円 

27,143千円

3.0人

20年度

目標値

21年度

創意・工
夫・課題等
改善状況

課題・問題
点

創意・工
夫・課題等
の改善点
21年度の

成果

未解決の
課題・問題

点

今後の方
針（対応・

改善）

○

総事業費

（21年度事務事業を実施するうえでの課題・問題点は、どのようなことでしたか）

23年度

90%

相模原市

○

逗子市

○

30%

50%

茅ヶ崎市

○

A:充実又は拡大　　B:現状のまま継続　　C:統合又は縮小　　D:廃止又は休止　　E:事業完了

海老名市

○

(1)文書管理システム等導入ワーキンググループを設置し、文書管理システムの仕様やシステム導入に伴う文書
事務・決裁事務の課題等について検討を行い、システムに意見を反映した。なお、文書管理システムの構築作業
については、当初予定の計画を変更し、３月に仮稼動を開始するとともに、職員研修は、システムの本稼動直前
に行う方が実効性が高いことから、平成22年度に実施することとした。
(2)浄書・印刷業務については、長期継続契約（３年）を締結した。また、財政課と協議を行い、新規庁内印刷物に
ついて各課の予算と連動させる仕組みをつくり、適正な部数の印刷と経費の縮減に努めた。
(3)地下書庫の文書の削減については、調査にとどまり、実現に至らなかった。

（21年度事務事業の取組において対応（解決）できなかったものはどのようなことですか）

（1)平成22年度に予定している文書管理システムの本稼動に向けて、諸々の課題の解決を図る。
(2)印刷機、総務課管理のコピー機における紙使用量を把握し、データを公表することにより、紙使用料量の削減
に向けた注意喚起を促す。
(3)永年保存文書の保存期間を引き続き見直し、廃棄可能な行政文書を特定する。

川崎市

○

○

833円

横浜市

138,320千円 

138,320千円

3.0人

27,499千円

○

厚木市

22年度

147,003千円

藤沢市

○

横須賀市 平塚市

○

(1)文書管理システムを導入後の行政文書事務を円滑に行うため、行政文書事務のガイドラインを作成する。
(2)各課ごとの紙使用量について、使用量の推移がわかる形式で、定期的に公表する。
(3)歴史公文書の保存・管理と連動させて、永年文書の確認作業を進める。

A

最終年度
（２４年度）

一次評価（課長評価）

（上記対応できなかった課題・問題点について今後どのように対応（改善）していきますか）

(1)文書管理システムの導入作業においては、さまざまな関連課と協力・連携体制を構築し、各々の所管課が使
いやすいような内部事務システムとして、総合的な観点から進めていく必要がある。
(2)浄書・印刷業務は、業務の実情を踏まえて平成19年10月から労働者派遣法に基づく委託契約に移行したが、
引き続き、業務に熟達したオペレーターの継続確保の方策を検討していく必要がある。
(3)地下書庫の行政文書の保存量は年々増加し、適正な管理が難しくなっている。平成19年度から実施している
全庁的な文書の管理状況調査結果を踏まえ、具体的な管理方法を検討する時期に来ている。

（課題・問題点についてどのような創意工夫、改善をしましたか。また、どのような成果がありましたか）

　ベンチマー
ク（県内外自
治体や民間
団体との比

較値）

文書管理システムを使用した行政文書事
務を正確かつ効率的に行う必要がある。
さらに、公文書管理法にのっとった行政文
書の管理体制の整備が求められる。

内藤　昭二

有

課長名

二次評価（部長評価）

部名・部長名

文書管理システムをできるだけ有効
に活用するため、運用上の工夫が
求められる。

総務部・小村　亮一

評価結果

A

改善の必要性

総務－０１　文書管理事務

有

22

165,819千円

939円

２１年度

119,860千円


